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壱岐市地域公共交通計画策定業務仕様書 
 
１ 業務概要 
（１）業務名 

壱岐市地域公共交通計画策定業務 
 
（２）履⾏期間 

契約締結⽇から令和８年３⽉ 27 ⽇まで 
 
２ ⽬的 

本市は、利便性の⾼い公共交通の維持・確保と市の財政の健全性の両⾯に配慮した、 
誰もが利⽤しやすい持続可能な公共交通体系を実現することが課題となっている。 
以上を踏まえ、本市における持続可能な公共交通体系を構築するため、壱岐市地域公 
共網形成計画（平成３０年３⽉策定）（以下、「現⾏計画」という。）を策定した。 
本業務は、現⾏計画で設定した計画⽬標の達成状況、及び主な取組の進捗状況を把 
握・評価した上で、現⾏計画策定以降の社会情勢の変化を踏まえ、現⾏計画の⾒直し 
を⾏い、新たに「壱岐市地域公共交通計画」（以下、「次期計画」という。）を策定す 
ることを⽬的とする。 

 
３ 業務内容 
（１）計画準備 

業務実施に当たり、業務の⽬的や趣旨を把握し、以下に⽰す業務内容を確認した上 
で、業務計画書の作成を⾏う。 

 
（２）本市の現状把握 

本市の地勢・地理、⼈⼝関連の整理（分布、⾼齢化率及び将来⼈⼝等）、主要な施 
設（公共施設、商業施設、医療・福祉施設、教育施設等）の分布について既存資料 
等を⽤いて整理する。なお、必要なデータ等は受託者から発注者に依頼し、可能な 
範囲で提供する。 

 
（３）公共交通の現状把握 

本市の公共交通分担率や⼈⼝流動、市内を運⾏する公共交通（バス、乗合タクシ 
ー、タクシー等）のネットワークと運⾏状況や利⽤状況、運⾏に係る経費、運賃収 
⼊や補助⾦等の収⽀状況等を整理する。なお、必要なデータ等は受託者から発注者 
に依頼し、可能な範囲で提供する。 

 
（４）上位・ 関連計画の整理 

本市の総合計画や県交通計画等を整理し、本市における公共交通の位置づけを明確 
にする。なお、必要な関連計画等は受託者から発注者に依頼し、可能な範囲で提供 
する。 
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（５）現⾏計画の評価 

現⾏計画において定めている成果指標及び個別事業の結果を評価する。評価した結 
果は次期計画策定に活かすものとする。 

 
（６）公共交通に関するニーズ把握 

公共交通に対する市⺠の利⽤動向やニーズ等を把握するため、市⺠アンケート調査 
を実施する。アンケート調査は市⺠ 2000 ⼈程度を対象とし、統計的に有意なサン 
プル数を確保する。また、運⾏事業者や関係機関等に対し、公共交通の利⽤特性や 
運⾏上の課題、公共交通の課題等を把握するためのヒアリングを⾏う。 

 
（７）本市の地域公共交通に関する問題点・課題の整理 

（１）〜（６）の検討結果を踏まえ、本市における公共交通の問題点・課題を整理 
する。 

 
（８）地域公共交通計画の策定 

以上の検討結果を踏まえ、次期計画の作成を⾏う。策定にあたっては、「地域公共 
交通計画等の作成と運⽤の⼿引き（実践編、第４版令和５年 10 ⽉）」を参考にす 
ること。また、次期計画についてパブリックコメントを実施する際に必要な⽀援を 
⾏うとともに、パブリックコメントで得られた意⾒等について整理を⾏い、次期計 
画への反映を⾏う。 

 
（９）会議運営等の⽀援 

次期計画策定に係る壱岐市地域公共交通会議やその他検討会議等の運営の⽀援（会 
議資料の作成、会議への同席・説明補助）を⾏う。なお、各会議３〜４回程度開催 
するものとする。なお、会議録の作成は発注者が⾏う。 

 
（10）報告書の作成 

業務完了後に報告書の取りまとめを⾏い、成果報告書として PDF 等電⼦データに 
より納⼊するものとする。 

 
（11）打ち合わせ協議の実施 

委託業務内容の円滑な履⾏のため、双⽅の情報共有を確実に⾏うため⼗分な回数の 
協議を実施するものとする。なお、打合せ協議については対⾯形式、オンライン形 
式の別は問わないものとする。 

 
４ 留意事項 
（１）本事業の実施に際して、知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、事業終了 

後も同様とする。 
（２）事業実施のための個⼈情報の取扱いについては、個⼈情報の保護に関する法律（平 
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成 15 年第 57 号）を遵守しなければならない。 
（３）本市は、必要に応じ、受託者に対して委託事業の処理状況について調査し、報告を 

求めることができる。 
（４）本事業の再委託は原則認めない。ただし、再委託先ごとの業務内容、再委託先の概 

要及びその体制と責任者を明記の上、事前に書⾯にて報告し、本市が承諾した場合
はこの限りではない。 

 
５ その他 

本仕様書は事業の概要を⽰したものであり、詳細については、委託者と受託者による 
協議の上、必要な変更を加えて決定するものとする。 
本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に定める内容について疑義が⽣じたときは本 
市と受託者が協議の上、定めることとする。 
上記に関わらず、明⽰のない事項にあっても、社会通念上当然必要と思われるものに 
ついては本事業含まれるものとする。 


